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The demand for consumer durable goods are said to be fluctuating

in line with the Jugular cycle. But the mechanics of the behavior of

the consumer durable goods are yet to be explored. In the paper, the

author would like to clarify what drives the consumer durable goods.

The conclusion of the paper is that the demand for consumer durable

goods are fluctuating according to not the Jugular cycle but the Kuznets

cycle. In particular, this paper clarify that the stock of consumer durable

goods fluctuates in line with the behavior of the stock of residential

building.
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はじめに
村田（2010）（2011）においては、世帯数と住宅ストック、あるいは、世帯数と

非住宅建設ストックの循環関係が明らかにされ、さらに、GDPと建設ストッ

クのクズネッツ循環の存在も示された。これらの分析によって、世帯数は約

20年の周期をもち、これに連動する形で住宅ストックや非住宅建設ストック

は 18～20年の周期をもっていることが明確になった1)。また、この世帯数の

変動は人口変動に依存していることも示され、住宅ストックや非住宅建設ス

トック等の変数が人口や世帯数などの動きに連動しながら推移していることが

1) 村田（2010）の第 8 表、第 9 表、および 村田（2011）第 3 表を参照されたい。
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明らかとなった。他方、住宅投資に依存しながら変動しているものとして、従

来から、耐久財消費支出が挙げられている2)。住宅ストックが世帯数の変化に

連動して推移しているならば、住宅ストックのフロー変数である住宅投資に連

動している耐久財消費支出も世帯数の動きに沿って変動していることが予想さ

れる。本稿では、この耐久財消費の変動に焦点を当て、その推移と変動要因に

ついて考察する3)。

まず、第 1節では、耐久財消費の推移を見るとともに、住宅投資との相関関

係についても考察する。第 2節では、家具・敷物や個人輸送機器などの主要耐

久財の消費支出の動きを見ていくと同時に、住宅投資との相関関係についても

考察する。第 3節では、第 2節で考察した主要耐久財の実質残高の動きにつ

いて分析する。

1. 耐久財消費の動き
本節では、家計の耐久財消費の動きをGDPや住宅投資との関連で見ていく。

(1) 耐久財消費と住宅投資の変動
まず、耐久財消費の推移を見るために、その時系列グラフを描いたのが第 1

図である4)。この第 1図からわかるように、1990年代末に耐久財消費水準の

落ち込みが読み取れる。次に、耐久財消費の推移と住宅投資の変動の関連性に

ついて見ていこう。そのために、トレンド除去後の耐久財消費と住宅投資（民

2) 例えば、住宅金融公庫（2004、p.21）によると、名目住宅投資額（持家分）に占める耐久消費財
購入額の割合は 9.6%と推計されている。また、日銀調査月報（1998）をも参照されたい。

3) これまで、耐久財消費の変動をクズネッツサイクルの観点から分析した研究はほとんどないのが
現状である。

4) データは、内閣府ホームページの「国民経済計算関連統計」の「家計の形態別最終消費支出の
構成」に掲載されている耐久財の暦年の実質データを用いた。この統計表には、68SNA 平成 2

年基準では 1970 年～1998 年までの計数が、また、93SNA 平成 12 年（連鎖価格）基準では
1980 年以降の計数が掲載されている。これを期間の重なっている 1980 年～1985 年の両計数
の比率の平均値を用いて 98SNA データを 1970 年まで遡及した。
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間+政府）をあわせて描いたのが第 2図である5)。

第 2図においては、民間部門と政府部門を加えた住宅投資と耐久財消費の

関係を描いているが、民間住宅投資と耐久財消費との関係では相関はより大き

くなる6)。

第 1 図　家計の耐久財消費の推移

第 2 図　耐久財消費と住宅投資の変動

5) 耐久財消費については 2 次多項式トレンドを適用してトレンド除去後の計数を求めている。ト
レンドの推計結果は以下のとおりである。ただし、括弧内の値は t 値である。
　耐久財消費=

(6.905)
　

2549.53
(49.87)
　

+24.952t2、R2 = 0.985

また、住宅投資については、村田（2010）の計数を用いている。さらに、両者の相関係数を計算
すると 0.65 と求まる。

6) 民間住宅投資と耐久財消費の相関係数は 0.669 と求まる。これは、民間住宅投資の場合、住宅
投資（民間+政府）に比べて持ち家比率が高いためと考えられる。
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(2) 耐久財消費のクズネッツサイクル
この耐久財消費と住宅投資の関係を確かめるために、耐久財消費のクズネッ

ツサイクルを住宅投資のクズネッツサイクルとともに描いたのが第 3図であ

る7)。

第 3 図　耐久財消費のクズネッツサイクル

この第 3図からも、耐久財消費のクズネッツサイクルは住宅投資のクズネッ

ツサイクルにシンクロナイズしながら変動していることがわかる。ここで、耐

久財消費クズネッツサイクルのクロノロジーを求めると第 1表のようになり、

耐久財消費クズネッツサイクルの周期は 17年であることがわかる。

第 1 表　耐久財消費クズネッツサイクルのクロノロジー

山 谷 山 山と山の期間 谷と谷の期間
─ 1976 年 1984 年 ─

17年
1984 年 1993 年 2001年 17年

平　均　期　間 17年 17年

循環周期を移動平均で見る場合、ユール=スルツキー効果が生じていること

も考えられるので、周期解析によって耐久財消費の周期を確認しておく。これ

を見たのが第 4図である。

7) 第 3 図では 7 年中心移動平均でクズネッツサイクルが求められている。
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第 4 図　耐久財消費の周期解析

この第 4図からも耐久財消費の周期は 17.0年と計算される8)。これらのこ

とから、耐久財消費は約 17年の周期をもつと考えられる。

2. 家計の主要耐久財消費支出の変動
本節では、家計の主要耐久財に対する消費支出の変動について見てみる。こ

こで取り上げるのは、「国民経済計算確報」第 2部ストック編の「家計の主要

な耐久消費財残高」に掲載されている家具・敷物、家庭用器具、個人輸送機器、

情報通信機器である。これら以外の項目として「その他」の項目があり、主に

楽器・光学機器などが含まれるが、住宅投資との関連を考慮して本稿では取り

上げない9)。

8) 第 4 図で周期の強度が 1500000 以上となっているのは周期 15 年～19 年である。さらに、周
期の強度をウェイトとして平均周期を求めると 17.0 年となる。また、この値は耐久財消費クズ
ネッツサイクルのクロノロジーから求めた周期と同じである。

9) 「その他」の支出額（実質）の「家計の主要な耐久消費財残高」表の耐久財の消費支出合計額に対
する割合は、1970 年～2008 年の平均で 3.01% にすぎない。また、住宅金融金庫（2004）に
よると、持家系住宅建設に伴う総購入・総支出額に占める「その他」項目の品目の購入・支出額
の割合はわずか 1.01% である。詳しくは、住宅金融金庫（2004、pp.9-10）を参照のこと。
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(1) 家具・敷物、および家庭用器具の消費支出の推移
はじめに、家具・敷物、および家庭用器具の消費についてみていこう10)。こ

の 2項目の実質消費額の推移を見たのが第 5図である11)。

第 5 図　家具・敷物と家庭用器具の消費支出の推移

この第 5図からわかるように、1988年以降の家庭用器具の消費額の伸びが

著しい。また、これらの消費額のトレンドを除去した値の動きを見たのが第 6

図である12)。第 6図から、家具・敷物と家庭用器具の消費額はどちらもが長

期的な変動をしているようにも見える。

10) 家庭用器具には、冷暖房空調機、冷蔵庫、調理器具、洗濯機、掃除機等が含まれる。
11) 内閣府ホームページの「国民経済計算関連統計」第 2 部ストック編の「家計の主要耐久消費財

残高」に掲載されている計数（暦年）を用いた。この統計表には、68SNA 平成 2 年基準では
1969 年度～1998 年度までの計数が、また、93SNA 平成 12 年（連鎖価格）基準では 1980 年
度以降の計数が掲載されている。これを期間の重なっている 1981 年度～1989 年の両計数の比
率の平均値を用いて 98SNA データを 1969 年まで遡及した。また、期末残高は名目値と実質
値の両方が、最終消費支出は名目値のみが掲載されているため、残高の名目値と実質値からデフ
レータを求め、最終消費支出の名目値から実質値を計算している。

12) トレンド線は 2 次多項式を適用した。それぞれの推計式は以下のとおりである。ただし、括弧
内の値は t 値である。
　家具・敷物消費

(8.103)
　

= 685.8
(9.538)
　

+65.65t
(−10.47)
　

−0.04642t2

　 R2 = 0.739

　家庭用器具消費
(31.64)
　

= 544.89
(2.448)
　

+34.28t
(13.23)

　

+0.1193t2

　 R2 = 0.976
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第 6 図　家具・敷物と家庭用器具の消費支出額の変動

(2) 個人輸送機器、および情報通信機器の消費支出の推移
次に、個人輸送機器、および情報通信機器の消費支出について見ていこう13)。

この 2項目の実質消費額の推移を見たのが第 7図である。

第 7 図　個人輸送機器と情報通信機器の消費支出の推移

この第 7図から、まず、個人輸送機器に対する消費額が 1986年あたりから

急増し 1997年以降急減している事実が読み取れる。これは、おそらく平成バ

ブルとアジア通貨危機の影響と考えられる。逆に、情報通信機器への消費額は

13) 個人輸送機器には乗用車、自動二輪車、自転車等が含まれ、情報通信機器にはテレビ、音響機器
やパソコン等が含まれる。
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1997年以降急激に増えている。この個人輸送機器と情報通信機器の消費額の
トレンドを除いた変動を見たのが第 8図である14)。

第 8 図　個人輸送機器と情報通信機器の消費支出額の変動

第 8図から興味深い事実が指摘できる。第 2図の住宅投資の変動と第 8図
の個人輸送機器の消費額の変動を比べると極めて似かよった動きをしているこ
とが観察される。このことを確かめるために両者を同時に描いたのが第 9図で
あるが、同調的な動きをしていることがわかる15)。この理由の一つとしては、

第 9 図　個人輸送機器と住宅投資の変動

14) トレンド線は 3 次多項式を適用した。それぞれの推計式は以下のとおりである。ただし、括弧
内の値は t 値である。
　個人輸送機器

(0.383)
　

= 158.1
(−8.746)
　

−0.6111t
(11.28)
　

+29.685t3

　 R2 = 0.897

　情報通信機器 =
(−0.386)
　

−151.97
(1.923)
　

+161.86t
(8.452)
　

+0.6751t2

(−3.765)
　

−18.29t3

　 R2 = 0.989

15) 実際、両者の相関係数は 0.783 と高い値となっている。
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住宅購入に当たっては乗用車などの個人輸送機器の購入が同時になされること

が考えられる16)。また、2005年の産業連関表で見ると乗用車の影響力係数は

108部門中最も大きな値となっており、住宅購入から乗用車の購入が派生し、

これが経済全体の生産を押し上げている可能性もある17)。

(3) 主要耐久財消費の変動
最後に、家具・敷物、家庭用器具、個人輸送機器、情報通信機器の合計消費

（主要耐久財消費）支出の推移について見ておこう。これを、耐久財消費支出

とともに描いたのが第 10図である。

第 10 図　主要耐久財消費支出の推移

この図からわかるように、1987年から 1997年にかけて消費支出の盛り上が

りが観察されるが、上でも指摘したように、平成バブルの影響と考えられる。

また、主要耐久財消費支出額と耐久財消費支出額の推移はほとんど一致してお

り、その意味では、主要耐久財消費の動きが耐久財消費全体の代理変数と見な

16) 住宅金融金庫（2004）のデータから、個人輸送機器（乗用車、オートバイ・スクーター、自転車）
への支出額合計の持家系住宅建設に伴う総購入・総支出額に占める割合を計算すると 19.5% と
なる。つまり、持家購入額の 20%程度の金額を同時に乗用車等の購入に当てていることになる。

17) 2005 年の産業連関表で見る限り、乗用車の逆行列の列和は 3.129、影響力係数は 1.588 と 108

部門のなかで最も大きな値となっている。
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すことができる18)。

次に、トレンド除去後の主要耐久財消費の変動を、耐久財消費および住宅投

資の変動とともに描くと第 11図のようになる19)。この第 11図から、主要耐

久財消費の変動は住宅投資の変動とかなり同調しているが20)、個人輸送機器と

住宅投資との連動性に比べると小さいことがわかる。逆に言うと、個人輸送機

器の変動は住宅投資の変動に高い相関で連動していると言える。また、第 10

図と同様に、主要耐久財消費の変動と耐久財消費の変動はほとんど一致してお

り、その意味では、主要耐久財消費の計数は、耐久財消費の動きを極めて精確

に捉えていると言える21)。その意味では、次節で見る主要耐久財実質残高の

動きは耐久財全体の残高の推移をうまく捉えていると判断できる。

第 11 図　主要耐久財消費支出と住宅投資の変動

最後に、住宅投資とともに主要耐久財消費のクズネッツサイクルを描いたの

が第 12図である。この図からも、主要耐久財消費と住宅投資がシンクロナイ

ズしながら変動していることが観察される。

18) 実際、1970 年～2008 年における主要耐久財消費支出の耐久財消費支出に占める割合の平均は
94.9%である。また、両者の相関係数は 0.999 となっている。

19) トレンドを除いた主要耐久財消費の計数は、家具・敷物、家庭用器具、個人輸送機器、情報通信
機器のトレンドを除いた計数の合計として求めている。また、トレンドを除いた耐久財消費と住
宅投資の計数は第 2 図と同じである。

20) 両者の相関整数は 0.677 と求まる。
21) 実際、両者の相関係数は 0.948 と求まる。
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第 12 図　主要耐久財消費支出のクズネッツサイクル

3. 家計の主要耐久財実質残高の変動
本節では、第 2節で考察した家具・敷物、家庭用器具、個人輸送機器、情報

通信機器の実質残高の動きについて見ていく22)。

(1) 家具・敷物、および家庭用器具の実質残高の推移
まず、家具・敷物、および家庭用器具の実質残高の推移を見たのが第 13図

である。この図からもわかるように、家具・敷物の実質残高は 1997年をピー

クとして、近年は低下傾向にある。他方、家庭用器具の実質残高は 1980年代

末から急激に増加している。次に、この両者の実質残高のトレンドを除去した

変動を見ると第 14図のように描くことができる23)。この第 14図から、トレ

ンド除去後の家具・敷物、および家庭用器具の実質残高は長期循環に沿って変

動しているように見える。実際、家具・敷物では約 23.5年の周期が24)、家庭

22) データについては、脚注 11 を参照されたい。
23) トレンド線は 3 次多項式および 2 次多項式を適用した。推計結果は以下のとおりである。ただ

し、括弧内の値は t 値である。
　家具・敷物の実質残高

(29.33)
　

= 8638.6
(−1.912)
　

−117.48t
(−15.10)
　

−0.8378t2

(11.725)
　

+40.561t3

　 R2 = 0.988

　家庭用器具の実質残高 =
(4.875)
　

1482.1
(6.990)
　

+168.61t
(25.22)

　

+0.3727t2

　 R2 = 0.994

24) トレンドを除去した家具・敷物の変動においては、1973 年と 1997 年に山があり間隔は 26 年、
また、1982 年と 2003 年に谷があり間隔は 21 年となる。したがって、平均すると 23.5 年と
なる。

— 73 —



経済学論究第 65 巻第 2 号

用器具では約 20年の周期が見出される25)。

第 13 図　家具・敷物と家庭用器具の実質残高の推移

第 14 図　家具・敷物と家庭用器具の実質残高の変動

(2) 個人輸送機器、および情報通信機器の実質残高の推移
次に、個人輸送機器、および情報通信機器の実質残高の推移を見ていこう。

これを図示したのが第 15図である。まず、個人輸送機器については第 7図で

見たように、1986年から 1997年にかけて消費額が急増している事実を反映し

て実質残高の伸び率が上昇している。

25) 家庭用器具の変動の場合も、1974 年と 1996 年に山があり間隔は 22 年、また、1986 年と 2004

年に谷となっており間隔は 18 年である。したがって、平均すると 20 年となる。
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第 15 図　個人輸送機器と情報通信機器の実質残高の推移

第 16 図　個人輸送機器と情報通信機器の実質残高の変動

さらに、これらの実質残高のトレンド除去後の変動を図示したのが第 16図

である26)。この第 16図から、トレンド除去後の個人輸送機器、および情報通

信機器の実質残高も家具・敷物や家庭用器具と同様に長期循環に沿って変動し

ていることがわかる。実際、個人輸送機器では約 19.5年の周期が27)、情報通

26) トレンド線は 3 次多項式を適用した。推計結果は以下のとおりである。ただし、括弧内の値は
t 値である。
　個人輸送機器の実質残高 =

(4.465)
　

10665.3
(−5.329)
　

−2655.8t
(−8.212)
　

−3.6973t2

(9.20)
　

+258.151t3

　 R2 = 0.986

　情報通信機器の実質残高 =
(−2.809)
　

−14554.5
(7.184)
　

+776.0t
(21.68)
　

+2.1159t2

(−11.93)
　

−72.581t3

　 R2 = 0.997

27) トレンドを除去した個人輸送機器の変動においては、1978 年と 1997 年に山があり間隔は 19

年、また、1987 年と 2007 年に谷があり間隔は 20 年となる。したがって、平均すると 19.5

年となる。
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信機器でも約 19.5年の周期が見出される28)。

(3) 主要耐久財実質残高の推移
ここで、家具・敷物、家庭用器具、個人輸送機器、情報通信機器を合計した

実質残高の推移について見ておく。第 2節で見たように、耐久財消費と主要耐

久財消費の推移はほとんど一致しているので29)、それらのストック変数であ

る耐久財残高と主要耐久財残高の変動もシンクロナイズしながら変動している

と考えられる。その意味では、主要耐久財残高の動きは耐久財残高の動きの代

理変数と考えることができる。この主要耐久財残高の推移を描いたのが第 17

図である。この図からわかるように、1987年から 1997年にかけて主要耐久

財実質残高は急激に増えていっていることが観察される。これは、上でも指摘

したように、平成バブルの影響と考えられる。次に、トレンドを除去した主要

耐久財実質残高の変動を住宅ストックの変動とともに描いたのが第 18図であ

る30)。この図から、主要耐久財実質残高は住宅ストックの変動と同調しなが

第 17 図　主要耐久財実質残高の推移

28) 情報通信機器の変動の場合も、1989 年と 2004 年に山があり間隔は 15 年、また、1975 年と
1999 年に谷となっており間隔は 24 年である。したがって、平均すると 19.5 年となる。

29) 両者の相関係数は、上でも述べたように、0.999 とほとんど 1 に近い。
30) トレンド線は 3 次多項式を適用した。推計結果は以下のとおりである。ただし、括弧内の値は

t 値である。
　主要耐久財の実質残高 =

(8.065)
　

20078.5
(−3.691)
　

−1916.8t
(−4.675)
　

−2.193t2+
(8.103)
　

236.941t3

　 R2 = 0.996
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ら動いていることがわかる31)。同時に、主要耐久財実質残高が約 18年の周期

で変動していることも読み取れる32)。

第 18 図　主要耐久財実質残高の変動

(4) 主要耐久財実質残高のクズネッツサイクル
第 18図から、主要耐久財実質残高は約 18年の長期的な周期に沿って変動

していることが明らかになった33)。さらに、主要耐久財実質残高のクズネッ

ツサイクルを、主要耐久財消費と住宅ストックのクズネッツサイクルとあわせ

て描くと第 19図のようになる。

第 19 図　主要耐久財実質残高のクズネッツサイクル

31) 実際、両者の相関係数は 0.892 と極めて高い値となっている。
32) 主要耐久財実質残高の山は 1977 年と 1997 年、谷は 1987 年と 2003 年であるので、山と山

の間隔は 20 年、谷と谷の間隔は 16 年となり平均すると 18 年となる。
33) また、周期解析からは主要耐久財実質残高の周期は 19.5 年と求まる。
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これより、主要耐久財実質残高のクズネッツサイクルのクロノロジーを求め

ると第 2表のようになる。この第 2表から主要耐久財実質残高のクズネッツ

サイクルの平均周期は 17.5年と計算される34)。

第 2 表　主要耐久財実質残高クズネッツサイクルのクロノロジー

谷 山 谷 谷と谷の期間 山と山の期間
─ 1977 年 1987 年 ─

18 年
1987年 1995 年 2004 年 17年

平　均　期　間 17年 18 年

また、第 19図からは、主要耐久財実質残高が主要耐久財消費に数年のラグ

をもって変動していることも読み取れる。これを確かめるために、両者の時

差相関係数を計算すると第 3表のようになる35)。この第 3表から、主要耐久

財消費は主要耐久財実質残高に約 4年先行して変動していることがわかる36)。

また、第 19図から、主要耐久財実質残高は住宅ストックに連動しながら変動

していることも明らかである。さらに、主要耐久財消費と耐久財消費の変動の

高い相関関係を考慮するなら37)、耐久財実質残高も住宅ストックに連動して

推移していると考えられる。このことは、第 2図において耐久財消費の変動と

住宅投資の変動がシンクロナイズしていることからも理解できる38)。

第 3 表　主要耐久財実質残高と主要耐久財消費の時差相関係数

四半期数 2 3 4 5 6

相関係数 0.782 0.886 0.901 0.832 0.674

34) 谷と谷の間隔が 17 年、山から山の間隔が 18 年で平均 17.5 年となる。
35) 第 3 表には、主要耐久財消費が主要耐久財実質残高に先行している年数が示されている。
36) 一般に、周期変動をしている変数の階差変数は水準変数に対して約 4 分の 1 周期先行すること

が知られている。したがって、主要耐久財消費の変動は主要耐久実質残高の変動に約 4 分の 1

周期先行することになる。このことを考慮するなら、主要耐久実質残高の変動の 1 周期は約 16

年と計算される。
37) 第 11 図においても示されているように、両者の相関係数は 0.948 ときわめて高い値となって

いる。
38) 住宅ストックと耐久財実質残高の双方のフロー変数である住宅投資と耐久財消費がシンクロナイ
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(5) 世帯数と主要耐久財実質残高の循環図
最後に、世帯数と主要耐久財実質残高のクズネッツサイクルについて考察す

る。これまでの分析から、主要耐久財実質残高は住宅ストックに連動しながら

変動していることが明らかになった。また、村田（2010）の分析から、住宅ス

トックは世帯数の動きに応じて変動していることも示されている。これらのこ

とを考慮すると、主要耐久財実質残高は世帯数と一定のラグをもちながら変動

していることが推察される。

これを確認するために、主要耐久財実質残高クズネッツサイクルと世帯数ク

ズネッツサイクルの循環図を描いたのが第 20図である39)。この図からわかる

ように、主要耐久財実質残高クズネッツサイクルと世帯数クズネッツサイクル

は綺麗な循環図を描いている。

第 20 図　主要耐久財実質残高と世帯数の循環図
1972 年-2003 年

ズしながら変動しているのであれば、ストック変数である住宅ストックと耐久財実質残高も同調
しながら変動していると考えられる。

39) ここでは、全期間のデータでの循環図を示している。
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おわりに
本稿では、耐久財全体の消費の変動、および家具・敷物、家庭用器具、個人

輸送機器、情報通信機器などの主要耐久財の消費と実質残高の変動について考

察してきた。その結果、耐久財全体の消費と主要耐久財の消費の変動はきわめ

て高い相関関係をもっていることが明らかになった。その意味では、主要耐久

財消費の変動は耐久財全体の消費の変動の代理変数と見なすことができる。他

方、主要耐久財の実質残高の動きは、当然のことであるが、このフロー変数で

ある主要耐久財消費と約 4年のラグをもって変動していることも明らかとなっ

た。このことから、耐久財実質残高も耐久財消費の変動に 4年ほど遅れて変

動していると推察できる。また、主要耐久財実質残高の変動は住宅ストックの

変動とシンクロナイズしていることも示された。これらのことを考慮すると、

全体の耐久財実質残高と住宅ストックは同期しながら変動していると考えられ

る。さらに、村田（2009）で見たように、住宅ストックの動きが世帯数の変動に

連動しているので、実際、耐久財実質高も基本的に世帯数に依存しながら変動

していることが明らかであり、主要耐久財実質残高と世帯数の間に約 18年周

期のクズネッツ循環図が描けることも示された。
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